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1. はじめに 

文部科学省によると，中学校卒業者の高等学校等

（以下，高校）への進学率は約 98%に達し，現在高

校は国民的な教育機関となっている 1)．その教育に

かかる経済的負担の軽減を図り，教育の機会均等を

目的とした高等学校等就学支援金制度（以下，高校

無償化）が 2010 年度から実施され，加えて各都道

府県には独自の支援制度が存在する． 

関連研究では，高校無償化の前後で家庭における

教育費支出がどのように変わったかに注目し，制度

の影響について考察している 2)．その結果，公私間

の学校教育費の格差が広がり，私立においては十分

な教育費支出の抑制効果が得られていないと結論

づけた．そして，今後は経済的支援のあり方を実証

的に検討していくために，個票データによる分析が

望ましいとしている． 

また，現実世界では複雑性と不確実性を伴うこと

から，政策立案においては，様々な代替案がもたら

す社会の状態変化のシミュレーションが有効であ

る．これまで社会シミュレーションを用いた経済支

援施策の事例として，公的年金制度の分析 3)や，災

害復興過程における雇用創出事業の効果分析 4)など

が行われてきたが，高校無償化における都道府県の

授業料補助に関する分析は行われていない．  

さらに，高校無償化の制度設計には，家庭の状況

によらない教育の機会均等を実現すること，現行制

度に存在する格差を是正し，多くの人が納得できる

制度にすることの 2 つの両立が，多様な問題関与者

の納得を得るために必要であることから，多目的最

適化問題であるといえる． 

よって本研究では，個票データを用いた多目的最

適化社会シミュレーションを行うことで，都道府県

が実施する高校授業料の支援制度の分析を行って

いく． 

 
 

2. 高校無償化制度 

国が実施する高校無償化は，2010 年 4 月に施行

されて以降，2014 年度と 2020 年度に制度改正が行

われており，現在は公立高校に通う場合は年収 910

万円未満の世帯が，私立高校に通う場合は年収 590

万円未満の世帯が授業料の実質無償化の対象とな

っている 5)．高校無償化の概要をまとめたものが，

以下の Table 1，Table 2 である． 

Table 1: 高校無償化の概要（公立） 

 

Table 2: 高校無償化の概要（私立） 

 

（注） 

1. 文部科学省「2020 年 4 月からの『私立高等学校

授業料の実質無償化』リーフレット」5)をもと

に作成 

2. 年収は目安であり，所得制限は保護者全員の市

概要－   本研究では，仮想合成人口個票データを用いた多目的最適化社会シミュレーションを
行うことで，国が実施する高校無償化に加えて行われる都道府県の授業料補助制度を分析する．
家庭の状況によらない教育の機会均等を実現すること，現行制度に存在する格差を是正し，多く
の人が納得できる制度にすることの 2 つを目的とした多目的最適化を行い，シミュレーション結
果から制度を分析することで，政策立案の支援を目指す． 
 
キーワード:  多目的最適化社会シミュレーション，仮想合成人口個票データ，高校無償化 
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町村民税所得割額が基準である． 

3. 年収はモデル世帯（夫婦共働き，子ども 2 人（う

ち高校生 1 人））の場合を想定している． 

4. 上記の支給額は，全日制の場合であり，定時制

や通信制などでは異なる． 

 

このように，支給金額は最大で 19,800 円，24,750

円，33,000 円と推移しており，制度改正ごとに私立

に対する支援は手厚くなっているものの，私立高校

生のうち現在授業料の実質無償化の対象となるの

は約 33%6)で，さらなる支援が必要だと考えられる． 

次に，今回分析対象の都道府県に選定した神奈川

県が実施する私立高等学校等生徒学費補助金（以下，

私立学費補助）について説明する．選定理由は，私

立高校への進学率が 35%7)と 47都道府県のうち 6番

目に高く，現在も支援制度が充実しているからであ

る．私立学費補助は，私立高校生を対象として，国

の高校無償化と合わせて年収700万円未満の世帯が

授業料の実質無償化となり，さらに年収 750 万円未

満の世帯には入学金補助があることや，多子世帯

（15 歳以上 23 歳未満の扶養している子ども（中学

生を除く）が 3 人以上いる世帯）は年収 800 万円未

満の世帯が授業料の実質無償化の対象となること

が特徴である 8)．制度をまとめたものが以下の Fig. 

1 である． 

 
Fig. 1: 私立学費補助の概要 

出典：神奈川県「私立学校学費支援制度の 

ご紹介」8) 

しかし，現在の私立学費補助の定量的な評価はさ

れておらず，社会シミュレーションを用いた政策立

案における意思決定の支援が必要だと考えられる． 
 
3. 関連研究 

 河野 2)の研究では，「子供の学習費調査」や「家計

調査」の結果を用いて，高校無償化の前後における

教育費支出の変化を分析している．その結果，高校

無償化により 2010 年度は学校教育費支出が大きく

減少しているが，その後の 2012 年度以降について

は，私立ではどの世帯年収においても学校教育費が

増加している一方で，公立では横ばいの傾向にあっ

た．また，教育費支出だけでなく，私立高校への進

学率にも影響していることがわかり，世帯年収 600

万円以上 800 万円未満の世帯では，高校無償化によ

り私立への進学率を顕著に伸ばした． 

また，後藤ら 9)の研究では，進化計算コンペティ

ション 2021 において出題された『社会シミュレー

ションによる経済支援政策の設計問題』について解

説を行っている．コンペティションで用いられたシ

ミュレーションは，経済支援施策による家計への影

響を分析するために，仮想的に合成された各自治体

の個票データを入力としていることが特徴である．

本研究では，このシミュレーションを参考にして，

分析に必要な属性の追加および目的関数の設定を

行っていく． 
 
4. 研究目的・研究方法 

本研究では，仮想合成人口個票データ（以下，「個

票データ」）を協力研究室から提供していただき，多

目的最適化社会シミュレーションを行う．シミュレ

ーション結果から制度を分析することで，政策立案

の支援を目指す．研究方法を以下に示す． 

(ア) 個票が導入されたシミュレーションモデルを

作成する． 

(イ) 多目的最適化社会シミュレーションを行う． 

(ウ) 最適化された結果と，現在の都道府県の支援制

度を比較・分析する． 
 
5. シミュレーションモデル 

5.1. シミュレーションの概要 

 

Fig. 2: シミュレーションの全体像のイメージ 

Fig. 2 はシミュレーションの全体像を整理したも

のである．はじめに，現在の私立学費補助の支給条

件，または支給金額を変化させた遺伝子を生成し，

この支援制度を設計変数とする．生成した支援制度

と個票データを入力として，給付を行い，家計の経

済状況の変化を評価するための目的関数値を出力

する．そして，目的関数値を用いて進化計算による

支援制度の多目的最適化を行い，最適解を出力する． 
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5.2. 仮想合成人口個票 

 仮想合成人口個票は，日本の国勢調査等の公的統

計から統計との誤差を最小化するようにして生成

した仮想的な個票（住民一人ひとりのデータ）であ

り，関西大学の村田忠彦研究室が中心となり開発が

進められている 10)．本研究においても，現実の住民

の様々なデータを入手することは不可能であるこ

とから，個票データを利用する． 

 Table 3 はシミュレーションで利用する属性を整

理したものである．もとの個票データにおいて各住

民は 10 の属性を持っているが，本研究では世帯 ID，

世帯人数，住民 ID，年齢，収入，雇用形態 ID の 6

つの属性を利用し，世帯 ID ごとに収入と就労人数

の総計を求めた世帯収入，就労人数と，子どもの役

割 ID，子どもの構成 ID，学校教育費（公立，私立）

の合計 5 つの属性を追加した． 

Table 3: シミュレーションで利用する属性 

 

（注） 

1. 賃金構造基本統計調査に基づく月給換算 

2. 農業，漁業，公務，分類不能の産業の産業分類

では空欄である 

3. 平成 30 年度子供の学習費調査に基づく月給換

算 

Table 4: 雇用形態 ID の詳細 

 

Table 5: 子どもの役割 ID の詳細 

 

子どもの役割 ID のうち，16~18 歳の高校生は，学

校基本調査から都道府県別の私立高校への進学率

を用いて，私立か公立の判定を行う．分析対象とし

た神奈川県は私立進学率が 35%であるため，本研究

ではこの値を用いた． 

Table 6: 子どもの構成 ID の詳細 

 

高校無償化と私立学費補助の目安となる年収は，

Table 6 の 4 つの子どもの構成によって異なる．その

ため，Table 5 の子どもの役割 ID を用いて子どもの

構成を分類することで，属性を追加した． 

Table 7: 公立の学校教育費の詳細 

 

Table 8: 私立の学校教育費の詳細 

 

本研究における学校教育費とは，学校教育のため

に各家庭が支出した全経費で，学校が一律に徴収す

る経費及び必要に応じて各家庭が支出する経費の

合計（授業料，施設設備費等，入学金など）と定義

する．子供の学習費調査から，学校区分，年収ごと

に算出した Table 7，Table 8 の学校教育費を，各高

校生に割り当てる． 

5.3. 高校無償化の再現 

制度設計による家計の経済状況への影響を分析

するために，高校無償化の給付を再現し，これを支

給前の家計の経済状況とする．高校無償化の支給対

象と支給金額をまとめたものが，以下の Table 9，

Table 10 である． 
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Table 9: 高校無償化の支給条件と支給金額（私立） 

 

Table 10: 高校無償化の支給条件と支給金額（公

立） 

 

5.4. 支援制度 

私立学費補助は，24 種類の支給条件に分かれて支

給金額が定められている．支給条件と支給金額をま

とめたものが Table 11 である． 

Table 11: 私立学費補助の支給条件と支給金額 

 

よって，支援制度の設計は，j 番目の支給条件に

ついて，支給条件（世帯収入の基準）lj と支給金額

mj を決定することとする．このとき，支給条件を決

定変数として最適化するときには，24 の支給条件に

ついて世帯収入の基準 (lj=1, lj=2, lj=3,…, lj=24) を

探索する．支給金額を決定変数として最適化すると

きには，24 の支給条件について支給金額 (mj=1, 

mj=2, mj=3,…, mj=24) を探索する． 

5.5. 経済指標 

 支援制度の影響を評価するために2つの経済指標

を考える．相対的貧困にある高校生を減らすことを

目的とする目的関数 F1 は，支給前の相対的貧困に

ある高校生の数を H，支給後の相対的貧困にある高

校生の数を H*としたときに(1) 式と定義する． 

𝐹ଵ =
𝐻∗

𝐻
(1) 

相対的貧困とは，貧困線を下回る等価可処分所得

しか得ていない状態であり，貧困線とは，等価可処

分所得（世帯の可処分所得（手取り収入）を世帯人

員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分

の額をいう 11)．本研究では，十分に数が大きい 2~6

人世帯（無収入の世帯を除く）を対象とし，支給前

後での相対的貧困にある高校生の数を用いて F1 を

計算する．世帯人員数ごとの相対的貧困にあたる収

入は以下の Table 12 のとおりである． 

Table 12: 世帯人員数ごとの相対的貧困 

 

（注） 

1. 2019 年度国民生活基礎調査に基づく月収換算 

 次に，私立の学校教育費を公立の学校教育費に近

づけることを目的とする目的関数 F2 は，支給後の

私立高校生 1 人あたりの学校教育費を L，公立高校

生 1 人あたりの学校教育費を M としたときに(2) 式

と定義する． 

𝐹ଶ =
𝐿 − 𝑀

𝐿
(2) 

5.6. 解集合の獲得 

本研究では，多目的最適化にあたり，2 目的最適

化に高い性能を示し，代表的手法である NSGA-Ⅱ12)

を採用した．支援制度を表す決定変数は，支給条件

となる世帯収入の 2 進数をバイナリ表現した 7 ビッ

ト×24 パターン=168 ビット，または，支給金額の 2

進数をバイナリ表現した 6 ビット×24 パターン=144

ビットの長さにコード化を行った．予備実験をふま

えて，シミュレーションではすべての状況について

共通した設定を用い，個体数 100，世代数 10，一様

交叉（交叉確率 0.9），突然変異確率 0.05 とした．ま

た，個票データのセットが複数存在することを不確
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実性として捉えて，各シミュレーション異なる seed

値で 3 回ずつ実行していく． 
 
6. シミュレーションによる支援制度の多目

的最適化 

6.1. 現在の私立学費補助の給付を行った場合 

現在の私立学費補助による給付を行うことで，支

援制度がどの程度最適化されたのか評価するため

の基準となる値 Reference を計算する．Table 11 の支

給条件と支給金額での給付を行った結果，

𝑅𝑒𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑐𝑒(𝐹ଵ, 𝐹ଶ) = (0.937, 0.469) であった． 

6.2. 支給条件を変化させた場合 

 本節では，支給条件を変化させることで支援制度

の設計を行う．Table 11 の世帯収入にあたる部分を 

0~127 万円でランダムに決定し，初期個体の生成を

行った．予備実験より，現在の私立学費補助の総額

は「私立高校生の数*7,000 円」であることから，こ

れを支給総額の上限とした場合と，10,000 円，15,000

円に増額した場合で実行した．これらの結果を以下

の Fig. 3 に示す．7000_ParetoFront が 7,000 円の場

合のパレートフロントを，10000_ParetoFront が

10,000 円の場合のパレートフロントを，15000_Pop

が 15,000 円の場合の最終世代における解集合を，

15000_ParetoFront が 15,000 円の場合のパレートフ

ロントを，Reference が 6.1 で求めた基準値を表して

いる．なお，これらの結果は，3 回実行したうち

HyperVolume が最も大きかった seed 値のものを採用

している． 

 

Fig.3: 支給条件を変化させた場合の解分布 

 現在の予算制約の 7,000 円で実行した場合，F1 の

探索は進んだものの，F2 の探索は進まなかった．ま

た，10,000 円，15,000 円と増額するごとに， F2 の

探索は大きく進んだのに対して，F1 は探索が進まな

かった． 

6.3. 支給金額を変化させた場合 

本節では，支給金額を変化させることで支援制度

の設計を行う．Table 11 の支給金額の±5,000 円の範

囲で初期個体を生成した（進化計算の過程でこの範

囲外の金額が最適解となることもあり得る）．支給

総額の上限は，6.2.同様「私立高校生の数*7,000 円」

と，10,000円，15,000円に増額した場合で実行した．

これらの結果を以下の Fig. 4 に示す．  

 

Fig. 4 支給金額を変化させた場合の解分布 

 F2 に関しては，支給条件を変化させた場合と同じ

傾向の結果が得られたものの，予算制約を 10,000 円，

15,000 円と増額するごとに支給条件を変化させた

場合と比べて F1 は探索がさらに進んだといえる．  
 
7. 支援制度の分析・比較 

 まず，使用した個票データについて，子どもの構

成 ID と就労人数の 8 パターンごとに人数を集計し

たものを以下の Table 13 に示す． 

Table 13: 属性ごとの人数 

 

このように，神奈川県の私立高校生を含む世帯の

大半は，子どもの構成 ID が 1，すなわち高校生 1 人

かつ特定扶養親族 0 人であることがわかる．また，

個票データの生成方法の関係上，現実よりも無収入

の世帯が多く含まれている． 

Table 13 をふまえて，現在の予算制約「私立高校

生の数*7,000 円」における支援制度の分析・比較を

行う． Reference に比べては F2 が改悪するものの F1

の探索が進んだ支援制度と，私立学費補助を比較し

たものが以下の Table 14，Table 15 である．j は Table 

11 の支給条件番号に即しており，Table 14 は Table 

11 の世帯収入部分を変化させて，Table 15 は Table 

11 の支給金額部分を変化させることで支援制度を

表している．また，支援制度の傾向を分析するため
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に，24 の支給条件ごとに人数を数えている． 

Table 14: 最適化された支援制度との比較 

（支給条件を変化，予算制約 7,000 円） 

 

Table 14 の j=2 に注目すると，10 万円以上 28 万

円未満の世帯に最高金額である 28,100 円を支給し

ている，この収入範囲内には，2~5 人世帯における

相対的貧困のボーダーラインが含まれているため，

支給後に相対的貧困が解消されやすく，結果的に F1

が小さくなったと考えられる． 

Table 15: 最適化された支援制度との比較 

（支給金額を変化，予算制約 7,000 円） 

 

 Table 15 における探索後の支援制度では，j=1，2，

7 の支給金額が 0 円である代わりに，j=13，16，19，

22 の支給金額が多い傾向にある．このことから，

j=13，16，19，22 には数万円の支給を行うことで相

対的貧困が解消される高校生が多く含まれている

ことがわかる．逆に，j=1 や j=7 には数万円の支給

を行うだけでは相対的貧困から救えない高校生が

多く含まれていて，これらに対しては支援を行わな

い，ある意味では合理的な支援制度となっている． 

また，私立学費補助の支給総額は 531,373,900 円

であるのに対して，F1 の探索が進んだ支援制度の支

給総額は，支給条件を変化させた場合423,273,100円

で 1 億 800 万円ほど予算に余裕があり，支給金額を

変化させた場合 515,104,000 円で 1600 万円ほど予算

に余裕がある．F2 は支給総額に依存した計算式であ

るため，支給総額が私立学費補助より少ない，最適

化された支援制度では F2 が改悪したのは当然の結

果といえる．予算上限まで支給せずとも F1 が改善

されたことから，現在の私立学費補助は，F2 の観点

からみると適切であるものの，F1 の観点からみると

改善の余地があり，低所得層への支援を手厚くする

ことが求められる． 

 次に，予算制約を 15,000 円に増額して最適化され

た支援制度の分析を行う．パレートフロントのうち

対象のパレート解と，最終世代の個体のうち周辺 10

点の平均により求めた支援制度を，以下の Table 16，

Table 17 に示す． 

Table 16: 最適化された支援制度との比較 

（支給条件を変化，予算制約 15,000 円） 

 

支給条件を変化させた場合，Reference と最も距離

が遠く，F1 と F2 がバランスよく探索が進んだ支援

制度は，j=2 の支給対象となる世帯年収を 19,000 円
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以上 921,000 円未満と幅広くとることで，支給総額

を上限に近づけて私立の学校教育費を減額しつつ，

相対的貧困の救済をある程度両立している．F1 の探

索が最も進んだ支援制度は，j=2，5 の部分が相対的

貧困のボーダーラインを含んでおり，これらの高校

生に最高金額の 28,100 円を支給することで相対的

貧困の解消を実現している．逆に，F2 の探索が最も

進んだ支援制度は，j=3n+2（n は自然数）番目，す

なわち 28,100 円の支給対象となる人数が 3 つの支

援制度の中で最も多く，支給総額が予算の上限に近

づくよう効率的な配分を行っている特徴がある． 

Table 17: 最適化された支援制度との比較 

（支給金額を変化，予算制約 15,000 円） 

 

 支給金額を変化させた場合，Reference と最も距離

が遠い支援制度は，F1 の探索が最も進んだ支援制度

でもあった．これは，j=1 への支援をあまり行わな

い代わりに，j=4，13，16，19 の支給金額を大きく

してこれらの相対的貧困にある高校生の救済に重

きを置くことで，F1 が小さくなったことが考えられ

る．しかし，予算制約を 15,000 円としたときの上限

額の 88%しか支援制度には使われていない．このこ

とから，F1 を小さくすることと，予算を上限まで使

用して F2 を小さくすることは両立しえないといっ

た興味深い考察が得られる． 

 くわえて，本研究では神奈川県に限定した分析を

行ったが，設計変数を変化させることで他の都道府

県の分析が可能であることと，目的関数を変化させ

ることで他の経済的観点から制度の分析が可能で

あることから，汎用性の高いシミュレーションであ

るといえる． 

 
8. まとめ 

本研究では，個票データを用いた多目的最適化社

会シミュレーションを行い，神奈川県の私立授業料

補助制度を分析した．その結果，現在の制度は，考

慮した目的において，学校教育費の観点からみると

適切であるものの，相対的貧困解消の観点からみる

と改善の余地があり，低所得層へのさらなる支援が

必要であることがわかった．また，個票データを用

いることで，支援制度が，どのような特徴を持つ高

校生を対象として，何人にいくら支給されたのか詳

しく分析することが実現した．今後の課題として，

新たな経済指標を設定して多目的最適化を行い，支

援制度を分析することと，設計変数部分を改良して，

神奈川県以外の都道府県の支援制度を分析および

比較することが挙げられる． 
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